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「三田学会雑誌」86卷4 号 （1994年 1 月）

教育投資と経済成長(1)

津 曲 正 俊

1 序

本論文の目的は，経済成長にとって知識の蓄積が重要であるという認識にたち，知識の蓄積がど 

のように決定されるかについて考察することである。知識の蓄積は様々な形で行われるが，ここで 

は一つの重要な形態である教育投資に焦点をあてる。特に教育投資の社会的水準の決定とそれが経 

済成長率に与える影響が議論の中心である。

本論文で考察する教育投資は，個人の効率単位で測られた労働力を高めるような投資である。効 

率単位の労働力の増加は，人口が一定のもとでより多くの労働力を生産に投入できるという形で表 

される。また，その増加は財の生産に寄与するだけでなく，よりいっそうの効率単位の労働力を蓄 

積するためにも重要な役割を果す。これは高い効率単位の労働力は多くの知識量を体現しており， 

知識は新しい知識を蓄積するための重要な要素となると考えられるからである。本論文では効率単 

位の労働力を人的資本という言葉で表現する。

教育投資は，教育の成果を享受する個人がその費用を自己負担するという形態とは別に，親が子 

の教育費を支払うというように下の世代の教育費を上の世代が支払うという形態でも頻繁に行われ 

ている。このような上の世代の行動の説明として，親が子供の効用水準に関心をもつという利他的 

動機，あるいは将来子供から十分な扶養を得ることを目的とした保険的動機などがしばしばとり上 

げられている。これらの動機に基づく教育投資と経済成長の関係は例えばEhrlich = Lui (1991)， 
Glom m = R av ikum ar  (1 9 9 2 )でモデル化されている。

ただし，このような利他的動機や保険的動機によって上の世代がその世代自身にとって最も望ま

注 （1 ) 本稿の作成にあたって大山道広，川又邦雄，長名寛明諸教授と細田衛士助教授に貴重なコメン 

トをいただいた。ここに記して感謝したい。ただし，ありうべき誤りはすべて筆者が負うもので 

ある0
なお本論文は，筆者著の「経済成長理論の新展開」（1993，三菱経済研究所）に掲載した論文 

に加筆，修正を行ったものである。
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しい教育投資を実現しているとは限らない。本論文ではそれ以外にも上の世代の個々人によっては 

認識されることのない下の世代を教育する利益が存在することを明示的に示す。論点は次のように 

簡単にまとめられる。ある一時点において上の世代が過去の貯蓄行動によって蓄積した実物資本を 

生産者に供給し，同時期に下の世代が労働力を生産者に供給するという状況を想定してみよう。こ 

れはある程度現実の傾向を反映していると思われる。供給する生産要素が異なるという世代間の役 

割分担がある場合には，下の世代が高い人的資本を保有し，より多くの労働力を生産に供給するこ 

とで実物資本の収益率は上昇し，実物資本を供給している上の世代に利益をもたらす。この場合， 

上の世代は保有する実物資本の大きさを減らしてでも下の世代を教育するために費用を支払うこと 

でより高い効用を享受する可能性がある。ただし，上の世代に対する利益は実物資本の収益率に与 

える効果を通じてであり，完全競争の設定では各個人には自主的に教育投資を行う誘因はない。こ 

れは，政策的に教育投資が実現されることの根拠を与えると考えられる。

以上の論点を明確にするために，ここでは，ある一家計がヤング期（若年期)， ミドル期（中年 

期），オールド期（老齢期）（本論文では一貫して各世代のことをこのように呼ぶ）と三期間生きる三世 

代の重複世代モデルを用いて分析を行う。モデルの形態は，Buiter = K letzer (1991) とほぼ同じ 

であり，ヤングは教育活動， ミドルは生産への人的資本の供給，オールドは生産への実物資本の供 

給というように各世代は異なった役割を果すことを通じて社会にかかわっている。ただし，Buiter 
= K l e t z e rではヤングの白主的な学習努力に基づく教育投資を考察し，二国間の経済成長率の格差 

と教育政策の手段の関係を分析しているのに対して，本論文では教育政策の形で行われる上の世代 

から下の世代への教育投資がもつ意味を明確にするためにこのモデルを用いた。なお教育政策はミ 

ドルの人的資本の一部分がヤングの教育のために用いられるという形態で行われるものとした。上 

述した論点をこのモデルに対応させて言いかえると次のようになる。ある世代にとって，一^3下の 

世代がより高い人的資本を保有することは，実物資本の収益率を高める効果を通じてより高い効用 

をもたらすため， ミドル期に保有する人的資本の一部分を下の世代を教育するために裂くことが利 

益になりうる。

本論文のもう一つの重要な論点は政策的に行われる教育投資がどのような水準に決定されるかと 

いう問題である。各期にはヤング， ミドル，オールドと三つの世代が共存しており，教育政策はこ 

れらの世代の意向を反映して行われると考えるのが妥当である。ただし，参政権などの現実の制度 

的制約からミドルとオールドの意向に注目することが特に重要と思われる。 ミドルの人的資本が教 

育投資に用いられ生産により少なく供給されることは実物資本の収益率を下げるため，オールドは 

教育投資に資源が費やされることを望まないであろう。一方，上述したようにミドルは，次期の実 

物資本の収益の増加効果を考慮にいれて一定規模の教育投資が行われることを望む。このような世 

代間の利害対立は日本でも高齢化社会が進むにつれて現実的な問題として重要になるであろう。本 

論文では政策決定の背後にある世代間の利害対立を明確にする。さらに，どの世代の意向がより強
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く政策決定に反映するかに依存して，教育投資と経済成長率がどの水準になるか，あるいは将来世 

代の効用水準がどのようになるかについて考察する。

第二節ではモデルを記述する。第三節では短期均衡とその性質について述べる。そして教育投資 

に関する世代間の利害関係について議論する。第四節では政府による教育政策の決定について考察 

する。教育政策と人的資本の蓄積率の関係を主に論じる。第五節では長期均衡とその性質について 

考察する。第六節では結論を述べる。

2 モデル

〔家計の行動〕

家計の行動に関する基本的な枠組は，Buiter = K letzer (1991) の三世代の重複世代モデルとほ 

ぼ同じである。これは，ある期に生まれた世代が，ヤング期（若年期)， ミドル期（中年期），オ一 

ルド期（老齢期）の三期にまたがって生きるモデルであり，ある一期には三つの世代が併存してい 

る。ヤング期は教育を受ける期間である。この期に受ける教育が次期に保有する人的資本を決定す 

る。 ミドルはこのヤング期に獲得した人的資本を生産に供給することで賃金所得を獲得する。ただ 

し， ミドルは所有する人的資本を財の生産に投入する以外に同時期に共存するヤングの教育に用い 

ることも可能である。 ミドルは，獲得した賃金所得の一部分をミドル期の消費に当て，残りを実物 

資本として蓄積する。オールド期にはミドル期に蓄積した実物資本を生産者に供給することでそれ 

からの収益を獲得する。この所得はオールド期の消費に当てられる。

以上の設定にしたがって家計の行動を定式化する。特に s 期に生まれた家計の行動に注目する。 

今後この世代をs 世代と呼ぶことにする。さらにs 世代に関連する変数は原則として右肩にs を添 

えて表す。右下の添え字は主に家計が実際にその変数を選択する期を示すことにする。

各世代の人口は一定で人口の増加はないとする。 S 世代の代表的消費者のS 期を基準とした効用 

関数を時間について分離可能な形に特定化する。

log ひss =  cJlog C ss+i +  f l o g  C ss+2 0 < S <  1 ( 1 )

C ss+1 ：s 世代のs + l 期の財の消費量

C ss+2 ； s 世代のs + 2 期の財の消費量

ひssは s 世代が s 期に持つ効用関数である。簡単化のためヤングは財の消費は行わないと仮定す 

る。 は時間選好の程度を表す定数である。このように時間について分離可能な形に特定化するこ 

とで， s 世代がs + 1 期と s +  2 期に享受する効用レベルを表すことが可能となる。
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log U ss+y = log C ss+1 +  tflog C ss+2 ( 2 )
log U ss+2 = log C ss+2 ( 3 )

これはまた，あるS 期にひss，U s- ' s，ひs_%の効用レベルを享受する三タイプの家計が存在する 

ことを意味している。

次に教育投資のレベルと教育の成果の関係についての特定化を行う。様々な可能性が考えられる 

が，ここでは後の議論を簡単にするため次のような特定化を用いる。

H ss+l =  H SS+ E S- \ B  ( 4 )

H ss ； s 世代が生得的に保有する人的資本の水準

H ss+i ；教育投資の結果， s 世代が獲得する人的資本の水準

五s_、；ヤング（S世代）を教育するために費やされるs 期のミドル（S — 1 世代）の人的資本 

の量。

本論文では教育に投入されるのは人的資本のみであり実物資本は用いられないと仮定している。 

つまり教育の成果はミドルの人的資本の投入によって獲得される。また仮に教育投資が行われない 

場合でも当初の水準は維持されることを想定している。B は教育投資の効率性を表す定数のパラメ 

タである。

S 世代が当初保有する人的資本/ / ssは上の世代の人的資本の水準と正の相関にあると考えられる。 

人的資本とはいわば知識の水準である。仮に教育投資が行われない場合でも，知識は上の世代から 

下の世代へのスピルオーバ一をつうじて受け継がれるものである。本論文では完全なスピルオーバ 

一が生じると仮定する。つまりS 世代のヤングが当初保有する人的資本とS - 1 世代のミドルの人 

的資本の間には次の関係が成り立つ。

H ss = H sへ  ( 5 )
( 4 ) 式 と （5 ) 式より世代を通じての人的資本の成長率は次のように表される。

r s =  ^ ^ F ^ - = ^ - i  ( 6 )
= 1 + e s~ \ B  ( 7 )

なお

e s '  = j ^  C 8)

である。

s 世代のミドルはヤング期に獲得した人的資本/ / ss+1を， s + 1 期に生産者に供給して賃金所得
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を獲得する。ただし，上で述べたように所有する人的資本をすべて財の生産に供給するのではなく 

一部分は下の世代の教育に用いることが可能である。ここではその割合を（8 ) 式にしたがって 

e ss+1で表す。w s+1を s + 1 期の人的資本の収益率とすると賃金所得は，w s+1 ( I  -  e «s+i) 
i / ss+1で表される。本論文ではe ss+1を政策的に決定される値と考え，家計にとっての外生変数と 

して扱う。 ミドルは賃金所得の一部分をs + 1 期の消費に当て，残りを実物資本として蓄積する。 

したがって，次の関係が成立する。

C ss+i+ K s+2 =  w s+i( l  ~  e ss+i ) H ss+l ( 9 )
s 世代のオ一ルドは蓄積した実物資本尺s+2を生産に供給し実物資本からの収益を獲得する。収 

益率を r s+2とするとこの期の所得はら +2/Cs+2で表される。オ ー ル ド はこれを消費に当てる。した 

がって，

C Ss+2 =  ^ s+2^ S+2 (10)
の関係が成立する。

S 世代は（9 ) ( 1 0 ) 式の制約のもとでの効用最大化行動をとる。その結果は次のように表され 

る。

C s s + i = [ 1 / ( 1 + め ] 泌 s + i ( l  _  ^ s s + i ) i / s s + i 

C  Ss+ 2 =  ^  S+2 [ < j / C  1 +  (? )  ]  s + 1 ( 1 — C Ss+  ] )  H  ss+1

K  s +2 =  [ < ^ / ( 1 + め]如  s + i ( l — ^ s s + i ^ H s s + i 

各変数を人的資本一単位当たりで表示したものをアルファ- 
均衡式は以下のように書きかえることができる。

C V l = [1/(1 + め] ^  S+1[ 1 — e Ss+i]

C Ss+2 — ’ S+2 [<y/C 1 +  (5')]n；s+i [ l — ^ Ss+l]
なお，

s s
^ _  し  S + l  9 一 し  S + 25+1 _  ~ IT s 6 5+2 _  - 77in  S+l -TZ s+l

である。

( 1 ) ( 2 )  ( 3 )  ( 4 )  ( 7 ) ( 1 1 )  (12) 式に対応する関係が各期に成り立つことを考慮に入れる 

と， s 期に共存する各世代のs 期を基準とした効用水準は次のように表すことができる。 

log U ss = け[ ( 1 +tf)log w s+1( 1 — e ss+i ) S s+(Jlog r s+2]
+  U+<y2) i o g / / ss+c?log[ 1 / ( 1  + < y ) ] [ t f / ( i  +  め ] d (14)

(11)
(12)

(13)
トの小文字で表すと家計の主体的

(11)，
(12)'

注 （2 )  を外生変数とし て考える以外に，政府がミドルに一括税の形で課税し，その税収を教育

に投入する人的資本に対する報酬として支払うことが考えられる。この場合，税額が外生変数， 

e%+1は内生変数として考えることができる。これは教育公務員が税金で雇用されている現状に 

そった解釈である。
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log U s_ls = ( 1  +  め log W s{ I -  e 5_15) +  r s+l
+  ( i  + <y ) i o g / / s- 1s_1+ i o g [ i / ( i  + t f ) ] [ ^ / ( i  +  め r  (15)

l o g U s_2s = log ら+  log e 卜2s—o  互 s_2

+  l o g / / s_2s_2 +  log[(37(1 + め ] (16)

〔生産者の行動〕

生産者は家計から供給された人的資本/ / と実物資本欠を用いて財A：の生産を行う。生産関数は， 

簡単化のためコブ= ダグラス型に特定化する。

X  =  F ( H ,  K }  =  D H aK l~a 0 < f f <  1
のは生産性を表すパラメタである。完全競争を仮定するとs 期の生産に用いられる生産要素//s， 

K s と， r s, の間には次の関係が満たされる。

r s = F k CHs，K s )  ニ f ’Cks )  = (17)
w s = F u C H s, K s )  =  f  C k  $) — k s f f C k  g) =  D  <t k s a (18)

なおゾ（々  s) =  _F(1， k s), k  s ニ K SI H &でぁち。

3 短期均衡とその性質

はじめに/ 期における短期均衡の特徴づけを行う。ここでの短期均衡は財市場と要素市場の需給 

均衡が同時に満たされる状況である。ただし， 纟期のミドルとオールドの予算制約式が等号で満た 

されている状況では財の需給均衡は必ず成立する。したがって，要素市場の均衡のみに焦点を当て 

れば十分である。

またこの節では政策変数であるe の各期の値は外生的に与えられていると考えて短期均衡を定義 

する。次の節ではe の内生化を行うが，この節ではそれに先立っ分析として/ 期の教育投資e ト1, 
に関して丨期の各世代がどのような利害をもっか明確に示す。

本論文では実物資本が生産に用いられるのは一期限りで，その後に完全に減耗してしまうと仮定 

する。その場合， f 期に供給される実物資本の総量は， ，一 2 世代によって/ — 1 期に蓄積された 

実物資本の量に等しくなる。このような仮定をおいた理由は，知識というものは一度獲得されれば 

世代間のスピルオーバ一を通じて下の世代に恩恵を与えるが，機械や設備等に代表される実物資本 

は長期的には使いものにならなくなり下の世代に恩恵をもたらすことはないと考えるからである。 

よって， 丨期の実物資本の供給量は（1 3 ) 式より次のように表される。
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K t = ( 13) '
一方， / 期の人的資本の供給量を/ ^ で表す。これは丨_ 1 世代の，期の人的資本の保有量から 

下の世代の教育に用いるe トリ/^、 を差し引いた

H t = — (19)
で表される。したがって/ 期の実物資本と人的資本の供給比率は，（4 )  ( 5 )  ( 8 ) 式を考慮に入 

れることで次のように表される。

b — K t 一  [c^/Cl +  ^ ) ] ^ (- 1 ( 1 — e t~2t_l')
n t ~  H t _ [ ( l  +  ̂ - ^ _ 15 ) ( l - ^ - 1,)] U U ；

( 2 0 ) 式と前節で求めた（17) (18) 式から実物資本と人的資本に関する需給均衡が特徴づけられ 

る。（17) ( 1 8 ) 式は要素価格を所与として二つの生産要素の需要比率を決定する式である。この需 

要比率が（20) 式で表される供給比率に等しくなる状況がここでの生産要素に関する需給均衡であ 

る。なお実物資本と人的資本の収益率の均衡値は

へ = ニ D ( 1  (17)'
w t = f  Qk k  t f ’<ik t) = D  a  k  广 ° (18)'

で表される。

/ 期の短期均衡は（17)' (18)' ( 2 0 ) 式によって決定される。前述したように各期のe が外生的 

に与えられているのでe 1- 2t_u e 卜、は外生変数である。またルーは一期前に実現された所与の値 

である。したがって，上の三式はe 纟ぺ卜丨， e へ を所与として々。 r t， を決定する式で 

ある。ただし，如-ベは，（1 8 ) 'と （2 0 ) 式に対応する関係が各期に成立することからわかるように， 

… トぃ e 卜31_2, % _ 2に依存する値である。外 

生変数と内生変数の関係を図示すると図 1 のよう 

に表される。図 1 に示されている矢印は各変数間 

の因果関係を表している。例えば e の大き广丄 ,
さは直接的にt 期の内生変数に影響するだけでな 

く， への影響を通じて間接的にf 期 の 内 生 t 期 

変数に影響する。

次に丨期 の 政 策 変 数 で あ る と 各 期 の 生 産 ト 1期 

要素の収益率の関係を考察する。特に纟期の各世 

代の効用レベルとe 卜1丨の関係を分析するときに 

必要となるものに焦点をあてる。

(17) (18) 式から

図 1
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d log w - —[ ( 1 —a ) I ぴ] d  log y (21)
が成り立つ。この関係から分かるように人的資本の収益率と実物資本の収益率の間には負の相関が 

ある。したがって，ここではe が実物資本の収益率に与える影響のみに注目する。（17)' (18)' 
( 2 0 ) 式に対応する関係が各期において成立することから， e とr t， r t+1, r ,+2の関係は次のよ 

うに表される。

8  log r t crd \ o g r t
d e

3 log  r t+1

d e  fへ

8 log k

<  0 (22)

d e t - l

〔

d e
a log  W t _________ 1________________B  1̂

de  ' ( 1 - e ト リ ' L1 + パ -1』 」J
び2 ff B' >  0 (23)

— ( l - e  f- 1t) [ l  + e ^ . B ]

31og r t+2 a lo g  k i+2 a lo g
de de Be l~\

=  ( l i ) al二 : ぐ1 > 0  (24)

e ト、の上昇はt 期の生産に投入される人的資本のレベルを減少させ， t 期の実物資本の収益率 

を低下させる。一方， e 卜、の上昇は（20) 式に対応する関係が各期に成立することからわかるよ 

うに/ + 1 期に生産に投入される実物資本の量を減少させる効果と下の世代の人的資本のレベルを 

高めることを通じてt + 1 期に生産に投入される人的資本のレベルを増加させる効果をもつ。両者 

の効果は々<+1は下落させ， ~ +1を上昇させる。また々卜丨の下落は如<+1への効果を通じて々,+2を減 

少させる。その結果， ，十 2 期の実物資本の収益率は上昇する。

以上の関係を用いることでe ト1, と t 期に共存する各世代の効用レベルの関係を求めることがで 

きる。教育投資e 卜、に関して世代間の利害対立があることを明確に示すため，各世代にとって最 

適な教育投資の水準についても考察する。

( 1 4 ) 式を s とおきe ト、で微分すると

d l o g U ^ / d e ^ ,  =  c?( l  + ( J ) [ a i o g  w t+l/d e ^ i . +  a l o g  g t/d パへ]
+  <y20 1 o g  r t+2/d e ^ t)  (25)

となる。この式からわかるようにe ド1 ，世代の効用に対して三つの効果をもつ。 e ド1,の増加は 

ぞ，を高めることを通じてt 世代の t + 1 期の賃金所得を上げる効果をもつが，逆に t - 1 世代の 

実物資本の蓄積を減らしt 世代の人的資本の収益率を下げる効果をもつ。さらにw …の減少 

は々,+2を下げるため t +  2 期の実物資本の収益率を増加させる効果をもつ。上の関係をゼロとお 

き （21) (23) ( 2 4 ) 式を考慮にいれることでこの世代にとっての最適なe トリを求めることができ
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る。そ の 値 を と す る と ，

5 > ( 1 - ダ）/ ダ の と き 产 い ^ ^ 一（1 —ダ）」B
jY 一—  ( 1  +  2 d — dap_____________  ノ 1

[ ( 1  +  2 d ~  dff) +  ( 1 —<r ) ( l  +  d ~  (T^)]
B ^  ( 1 — のとき e Y^ - \ =  0 

で表される。

次に t - 1 世代の t 期の効用とe レ、の関係について考える。（1 5 ) 式を s = t とおきe 卜1,で微 

分すると

d l o g U ^ t / d e 1-^ = ( 1  +  c y ) [ a i o g^ , / 9  n t- 1 / ( 1  一  e ト リ ）]
+  (J3log^ t+i / d  e t_1t (26)

となる。（21) ( 2 2 ) 式より右辺の大括弧の中は一<r / ( 1 - e ド1< ) と負の値になる。これはe ト、の 

上昇が〖一 1 世代の賃金所得を減少させることを意味する。一方， の上昇は次期の実物資本 

の収益率を上昇させる効果をもつ。この式をゼロとおくことで最適なe トリが求まる。その値を 

とすると

⑷ ィ — [ダ B - ( l - ダ )]
B

am _  __________ ^  く 1
[c5'+ ( 1 +  d — Cd)]

(27)

で表される。以下では《め- 1, >  0 を保証する条件である5 > ( 1 —ダ ) / ダを仮定する。ダ  >ダで  

あ る の で こ の 仮 定 の も と 0 が成り立つ。なおこの仮定は

1 >  1 / [ぷ( 5  + び一1 ) ] >  0 ( 28)

と書きかえることができる。

つまり，（2 8 ) 式が満たされている場合には， 丨一 1 世代のミドルは人的資本の一部分をヤング 

の教育に割くことによって効用レベルを高めることができる。これは教育によって下の世代の人的 

資本を高めることで次期の実物資本の収益率を上昇させることができるためである。この結果は， 

財の生産がミドルの人的資本とオールドの実物資本を用いて行われるという世代間の役割分担の設 

定から生じる。なお，卜、がパ〃^ より小さいことは容易に確かめられる。

最後に t — 2 世代の効用とe レ1,の関係について考える。（1 6 ) 式を s = ，とおきWへで微分す 

ると次のようになる。

a lo g  ひト％/36 =  d log  r J  d e  f~l t < {) (29)
e トリの増加は，期のオールドの効用レベルを減少させる。これは， ミドルがヤングの教育によ 

り多くの人的資本を費やす結果， 纟期の実物資本の収益率が低下し，オールドの所得が減少するた
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めである。したがって，オールドにとって望ましいe い、の値はゼロである。

e 卜1,と各世代の効用の関係を図示すると図 

2 のようになる。この図からわかるように望ま 

しい教育投資の水準はオールド， ミドル，ヤン 

ダと下の世代になるにつれて大きくなる。ここ 

での設定では， ミドルの各個人が自主的な教育 

投資を行わないため，仮に教育投資が政策的に 

行われないケースではオールドにとって望まし 

い状況が実現される。っまり，教育政策はオー 

ルドの効用を犠牲にしてミドルとヤンダの効用 

水準を高める効果をもっ。

4 教育政策の決定

前節では各期のe の値を外生変数とみなしてt 期の短期均衡を定義し， t 期の教育投資e トMこ 

関する各世代の利害関係にっいて検討した。この節では政府による教育投資の決定にっいて考察す 

る0
f 期において政府は，ヤングを教育するために費やされるミドルの人的資本に占める割合e ド1, 

の量をコントロールする。 ，期には，世代のヤング， ，一 1 世代のミドル， ，一 2 世代のオールド 

が共存している。 /期の政府の目的関数はこれらの世代の効用水準を考慮に入れたものであると考 

えられる。ただし，ここでのヤングは学校教育を受ける年代に対応しており，参政権などの制度的 

な問題や政治的な交渉力の問題から，政策決定に大きな影響力をもっとは思われない。したがって， 

ミドルとオールドの効用のみを反映する形のt 期の政府の目的関数を次のように特定化する。 

log M  =  ®A/logひド1f+ ( 1 - © w)log  ひ<_2< 0 <©a/< 1 (30)
政府は両世代に同等の価値を与えるとは限らず，各世代の交渉力等に依存して異なったウェイト 

で評価する可能性を考慮に入れる。©A/はミドル， 1 — ルはオールドに対するウェイトを表すパラ 

メタで，それぞれの値が大きいほど対応する世代が重要視される。このパラメタの値は時間を通じ 

て一定であると仮定する。

この節では（30) 式に基づく / 期の教育投資e 卜1，の決定のみに注目して考察するが，他の期の 

e にっいても各期の（3 0 ) 式に対応する政府の目的関数に基づいて決定される。

' 期の政府は，（3 0 ) 式で表される目的関数を最大にするように行動する。このようなe ト1,は，

( 3 0 ) 式を e ト^で微分してゼロとおくことで求めることができる。その値をe w - i ,で表す。さらに 

記述の便宜上，次の記号を定義する。

図 2
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c _ = [ダ  B - ( l —ダ )]
_  B

ホ [(2 -  び)+ 1/ ((J®A/)]
上の記号を用いるとへは次のように表される。なおここでの場合分けは（28) 式を考慮に入 

れた結果である。

1 > e w >  l / [ < K 5  +  < r - 1 ) ] のとき e の-、= (31)
0 <®m^  l / [ d C B  + f f - 1 )]のとき e ハ、 = 0  (32)

( 3 1 ) 式 と （3 2 ) 式からわかるように教育投資の水準は時間に依存しない値として求まる。この 

結論は次のように説明できる。各世代の効用水準を表す式，要素価格，要素供給比率といった関係 

を考慮に入れて（3 0 ) 式を書きかえると対数線形式の形になり，しかもe 卜1,を含む項には他の時 

間に依存する変数は入ってこないことが確かめられる。したがって，（3 0 ) 式を e 卜1,で微分した偏 

導関数はe f- 1，のみの関数となり，これを0 とおいてe ド1パこついて解いたものは時間に依存しない。 

効用関数，政府の目的関数，生産関数（を対数変換したもの）が対数線形式であるという特定化に 

依存していることはいうまでもない。

(31) ( 3 2 ) 式より（6 ) 式で与えた人的資本の成長率r , の水準が決まる。この値をr ' で表す 

と次のようになる。

1 >©a/> 1 / [ ぷ（5  + ぴ_  1 )]のとき r ' =  r ，* (33)
0 く©A/S 1 / [ ぷ（5  +  ぴ一1 )]のとき r ' =  0 (34)

な お = ダ _ B - C 1 - ダ ) 〉 0 とおいている。つまり，人的資本の成長率も時間を通じて一 

定である。 が忒と ewの増加関数であることからa r ' / a t f g  0 ，a r ' / a ® ^ / ^  o は明らかであ 

る。®A/の上昇が人的資本の成長率を増加させるという結果は，図 2 で示したミドルとオールドの 

それぞれにとって望ましい教育投資の水準に差があることからわかる。

5 長期均衡とその性質

前節までの分析は教育政策の短期的な効果や政策決定の問題に焦点を当てた。この節では長期均 

衡を分析する。ここでの長期均衡は々，w ， r が一定となる均衡として定義する。また，各期の政 

府によって選択される教育投資の水準とその結果生じる人的資本の成長率は，前節の（31) —（34) 
式に示した時間について一定の値であるとする。

( 2 0 ) 式 を （1 8 ) 式を考慮にいれて対数変換し， へ ， e 卜 を で 評 価 す る と 次 の よ う に  

なる。
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lo g ^  ̂ = ( 1 - ( r ) l o g ^  t . j - l o g C  1 +  g +  y o (35)
J o  = logcJ/( 1 十tf)十log D  a

0 く g く 1 よb 々は時間を通じてある値へ収束する。これは長期均衡が安定的であることを意味 

する。 々の長期均衡値を々*とすると次のように示される。

log *々 =  ( l / c r )  [ / o - l o g ( 1 + e w* B ) ]  (36)
このとき（17) (18) (36) 式から資本収益率の長期均衡値は

log ”  =  Q r+ l o g ( 1 +  パ * 5 )  (37)
log^* =  Qw—[ ( 1 —cr)/cr]log( 1  + e w* B )  (38)
Q r - log ZK 1 —cr) — / o

= lo g  Z) cr+ [ ( 1 - c r ) /c r ]  J 0 
で表される。

これらの長期均衡値は（3 1 ) 式の前提条件が満たされている場合に実現される値である。（32) 
式の前提条件が満たされている場合には（3 6 ) _ ( 3 8 )式のがゼロに置き換えられる必要があ 

る。つまり，パラメタの大きさに依存して二つのタイプの長期均衡が生じる。 が大きく，（31) 式 

の前提条件を満たす場合には経済成長率がプラスの値のr 吣となり，人的資本と実物資本もr  ^  
の率で増加する。一方，©wが小さい場合には教育投資は行われずゼロ成長均衡に陥る。つまりミ 

ドルがオールドと比較して相対的に重要視される社会ではより高し、経済成長率が実現される。

次に©A/の大きさと将来世代の効用水準の間にどのような関係があるか考察する。直観的には®M 
の高い社会は教育投資の水準が大きく経済成長率が高し、ため将来世代のすべてにとって望ましいよ 

うに思われるが，必ずしもそのようにならないケースが生じうる。このことを考察するために長期 

定常状態にある®A/の大きさの異なる独立した二つの社会の各世代の効用の比較を行う。以下では 

% の水準が正の教育投資を実現する1 / [ 扒5  + ぴ一1 )]
< 0 ^ < 1 の領域にある状況にしぼって分析を行う。

今，パラメタの中で©Mの大きさのみが異なる定常 

状態にある二つの独立した社会とb があり，それぞ 

れの社会のe v が©，，6>ノで与えられているとしよう。

なお©，< e w 6を仮定する。（14) 式を上で考察した長 

期均衡値で評価するとs 世代の効用水準はとこの 

世代が当初保有する人的資本//ssの相違に依存して決 

まることがわかる。それぞれの社会における人的資本 

の値を/ / ass，H bssで表す。二つの社会の s 世代の効 

用水準の比較を行う前に社会a の効用水準の図示を試 

みる。図 3 は縦軸にC ss+2，横軸にC ss+1をとったグ

図 3
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ラフである。原点に対して凸の曲線はニつ社会について共通な無差別曲線である。

線 :r aT a' は （9 ) 式 と （10) 式から尺s+2を消去し，長期均衡値で評価した式 

C ss+l + C ss+2/r*C@Ma)
= w  * ( a / o  ( i  — e ’ （ew))(严  * (ewa) +  i ) H ass (39)

を図示したものである。この線を社会《の予算制約線と呼ぶことにする。（39) 式は广，w \  e w* 
が 6Wに依存していることを明示的に示している。線分0 ア° 'は （39) 式の右辺で示されるミドル 

期の可処分所得の大きさを表している。線 'と無差 別曲線との接点五 aが社会《の s 世代によ 

って選択される値である。そして点五aを通る無差別曲線が社会“ の s 世代の効用水準を表してい 

るo
次に社会6 の S 世代の効用水準が社会のS 世代を上回るか否かを考察する。（37) 式を考慮に 

いれると©，< ©，よりダ*(©，）<  " ( ® ノ）が成立する。このことから社会6 の予算制約線は線 

T aT a' より急になることは明らかである。仮に社会ろの予算制約線が図中の線:T bT 6/のようにな 

る場合には社会6 は社会《と同じ効用水準を享受する。つまり，社会 6 のミドル期の可処分所得が 

O T 6' を上回る場合には社会6 の効用の方が高く，下回る場合には社会《の効用の方が高くなる。 

また社会6 の予算制約線が：T aS 6'で与えられている場合には社会b の s 世代は社会a より低い効 

用水準を享受するが，（3 ) 式で示されるオールド期に享受する効用水準は等しくなる。つまり，

ミドル期の可処分所得がO S 6, と の 間 に あ る 場 合 に は ，ヤング期とミドル期に享受する効用 

水準は社会《と比べて低いものの，オールド期に享受する効用水準は上回ることになる。どのよう 

な結論が生じるかは/ / ， との差に決定的に依存している。そこでこの効果を除外するため 

H ass =  が成り立つケースを考えてみよう。この場合でもやぴの値次第で様々な結論が生

じる。そのことを示すためにS 世代の s 期の効用水準をひ％ = ひ（©め H ss ) , オールド期に享受 

する効用水準をひss+2 = ひ。（©ル H ss) で表し，3 ひ（© め が と 3 ひ。（0ル Z /ss) / a © Mの符 

号を見ることで二つの社会の効用水準の相違を検討する。簡単化のためにびについて 

三つの数値例を与え，そのときの結論を表 1 にまとめた。計算は（1 4 ) 式 と （16) 式を長期均衡値

表 1

d C/(&M, H Ss ) / d ®M d U QC®My H ss ) / d ®M

— —

a~ 2

2〉
2 + d 0へ w

+

— +

f f = i + +
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で評価し，それぞれを®Mで微分することで求められる。表 1 からわかるようにびが大きいときは 

U ss, ひss+2は 6Wに関して増加関数になる傾向がある。これは（3 8 ) 式よりびが大きいときには® 
がの上昇によるの増加が人的資本の収益率をそれほど低下させないた め である。つまり，可処 

分所得の低下要因が小さくなることを意味している。

以上の考察から/世代以降の二つの社会の各世代の効用比較の結論は次の二つにまとめることが 

できる。まず第一にが5  こ対してひ（©V2，H att)<UC®Mb, // % )が成り立つケースでは

s 2 ，を満たすすべてのs に つ い て ひ H ass )< U i® Mb，/ / 6SS) が成立する。こ れ は く 6W6 
より社会6 の方が経済成長率が高いためs >  t において常に/ / ass < / / 6ssが成立するためである。 

つまり， / 世代を含むすべての将来世代にとってミドルのウェイトが高い社会が望ましい。

一方，H att = H bttに対して[ / 〔©a/1，H att) >  U  C®Mb, / / 6%)が成り立つケースでは， t S  s S  
厂を満たす s についてひ（©，，H ass) > U  i®Mb, H bss), r  <  s を満たす s についてひ（©，， 

H ass ) < U ( B Mb，H bss) となるような/ ' が存在する。このケースでは， 6 国は成長率の高い社会 

であるにもかかわらず， 纟世代以降のすべて世代が《国と比較して高い効用を獲得するとは限らな 

い。将来世代の中にはオールドに対するウェイトの高い社会を望む世代が存在する。ただし，時間 

とともに/ / 6ss と/ / assの差が広がるため社会みの効用水準が上回るようになる。また，H att = H btt 
に対してひ（@ノ，H att ) > U { ® Mb, H btt) である場合でもひ。（6Wa，H att) く U 秦 b，H btt) とな 

る可能性がある。これは， ミドルに対するウェイトの高い社会の方がヤング期やミドル期に享受す 

る効用が低く，オールド期に享受する効用が高くなるといういくらか逆説的な結論である。

6 結 論

本論文は政府による教育投資の決定と経済成長のかかわりについて考察した。政府はミドルの人 

的資本の一部をヤングの教育に投入することを政策手段として，その期に共存するミドルとオール 

ドの効用にウェイトづけした目的関数を最大化する行動をとると考えた。このとき経済成長率は 

様々なパラメタに依存して決まる。特に重要なのは政府が各世代に与えるウニイトの大きさである。 

このパ ラ メ タが重要であるのは世代間に利害対立があるためである。 ミドルには自らの人的資本を 

ヤングの教育に無償で提供することによって利益を得る可能性があるのに対して，オールドは実物 

資本の収益率を高めるために人的資本がより生産に投入されることを望む。このような状況におい 

てオールドに対するウェイト次第ではゼロ成長均衡に陥る可能性があることも示された。

本論文にはいくつかの残された問題がある。まずあげられるのは簡単化のためにモデルの設定に 

いくつか特殊な仮定をおいたことである。これらの簡単化の仮定を取り払いより一般的な設定で讒 

論をする必要がある。また実質資本の取り扱いとして生産に用いられるのは一期限りであると仮定 

した。実質資本が世代間で取引される市場を明示的に入れると結論がどのように変わるか興味深い。
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